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平成２８年８月３１日

平成２９年度人事院予算概算要求・要望の概要

人事院は、平成２９年度予算の概算要求・要望をまとめ、８月３１日に財務省に対

して提出します。

今回の要求を行うに当たっては、前年度同様、予算の執行実績を踏まえ、また、人

事院行政事業レビューの点検結果を活用すること等により、既存経費の見直しや節減

を行って財源を捻出した上で、人事行政施策の充実のための経費を要求することとし

ています。また、「新しい日本のための優先課題推進枠」において、ＩＴ化と業務改

革、近隣諸国との関係強化等のための施策に関する要望も行います。

要求等の概要は、次のとおりです。

平成２８年度 平成２９年度 比 較 増
増△減率

予 算 額 要求・要望額 △ 減 額

(百万円) (百万円) (百万円) (％)

人 事 院 計 １１，５７０ １１，４０８ △１６２ △１．４

下記の人給システム以外 ８，８８６ ８，９３４ ４８ ０．５

人事・給与関係業務情報
２，６８４ ２，４７４ △２１０ △７．８

システム（人給システム）

(注)・ 四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

・ 要求・要望額には「新しい日本のための優先課題推進枠」による要望５５百万円を含む。

・ 府省共通システムである人事・給与関係業務情報システムに係る予算は、人事院におい

て各府省の要求枠を用いて一括要求を行うもの。
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１ 主な概算要求項目

○ 国家公務員採用試験の実施 ２億７，３７７万円

多様で有為な人材を確保するため、国家公務員採用試験（総合職試験、一般職試験、専門

職試験及び経験者採用試験）を公正かつ円滑に実施します。

○ 行政研修の実施 １億８９９万円

各府省の行政運営の中核となることが期待される職員を対象に、①国民全体の奉仕者とし

ての使命感の向上、②行政官として求められる資質・能力の向上及び③国家公務員として互

いに協力連携するための信頼関係の醸成を基本的な目的として、行政研修を実施します。

○ 人事・給与関係業務情報システムの運用・保守 ２４億７，４１５万円

人事・給与関係業務情報システムについて運用・保守業務を着実に行うとともに、同シス

テムが更に安定・確実なものとなるよう必要なシステム改修を行います。

２ 「新しい日本のための優先課題推進枠」による要望事項

○ 行政の業務改革とＩＴ化の推進 ４，５２９万円

・ 運用経費の削減、情報セキュリティ対策の強化等を図るべく、人事院ネットワークシステ

ムの再構築に向けた取組を進めます。

・ 電子的給与簿監査の実施に向けて、モバイルパソコン購入等の環境整備を図ります。

・ コンピュータを利用した試験（ＣＢＴ）の国家公務員採用試験への導入について、調査研

究（フィージビリティ・スタディ）を行います。

○ アジア諸国との関係強化、親日派・知日派の育成 ４０７万円

アジア諸国の人事行政担当機関から幹部職員等を招いて、公務員人事管理に関する意見交

換等を行うことにより、これらの機関との人的ネットワークの構築、さらには、アジア諸国

政府機関における親日派・知日派幹部の育成に取り組みます。

○ 地域共生社会等の実現に向けたＮＰＯ法人等との連携 ５４５万円

行政研修において、国の重要課題に関係の深い分野で活動するＮＰＯ法人等への派遣プロ

グラムの充実を図ります。

３ 主な組織・定員要求

人事院における定員合理化計画 に基づいて定員合理化（１３人）を行った上で、情報セ(＊)

キュリティ対策の強化等のための増員要求（１４人）を行います。

（＊）平成２７年度以降の５年間で、平成２６年度末定員（一般職６３０人）の１０％を合理化。


